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(57)【要約】
２層コーティング電極を製造および使用するための方法
およびシステムが開示される。この２層コーティング電
極は、基板と、第１のコーティング層と、第２のコーテ
ィング層とを備え得る。第１のコーティング層は酸化イ
リジウムと酸化スズとの混合物を含み得る。また第２の
コーティング層は酸化イリジウムと酸化タンタルとの混
合物を含み得る。この電極は、例えば、電解セルに使用
され得る。
【選択図】図１Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性基板と、
　前記導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムおよび酸化スズの混合
物を含む第１のコーティングと、
　前記第１のコーティングの少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムおよび酸化タンタル
の混合物を含む第２のコーティングと、を備える、電極。
【請求項２】
　前記導電性基板がバルブメタルを含む、請求項１に記載の電極。
【請求項３】
　前記バルブメタルが、チタン、ジルコニウム、ニオブ、および、タンタルからなる群か
ら選択される、請求項２に記載の電極。
【請求項４】
　前記バルブメタルがチタンである、請求項３に記載の電極。
【請求項５】
　前記第１のコーティングが、約３０重量％～約８５重量％の酸化イリジウムを含む、請
求項１に記載の電極。
【請求項６】
　前記第１のコーティングが、約４５重量％～約６５重量％の酸化イリジウムを含む、請
求項５に記載の電極。
【請求項７】
　前記第２のコーティングが、約４０重量％～約７５重量％の酸化イリジウムを含む、請
求項１に記載の電極。
【請求項８】
　前記第２のコーティングが、約６５重量％の酸化イリジウムを含む、請求項７に記載の
電極。
【請求項９】
　前記第２のコーティングが、約４０重量％～約７５重量％の酸化イリジウムを含む、請
求項５に記載の電極。
【請求項１０】
　前記第１のコーティングにおける酸化イリジウムと前記第２のコーティングにおける酸
化イリジウムとのモル比が、１：２、１：１、および、２：１からなる群から選択される
、請求項１に記載の電極。
【請求項１１】
　前記第１のコーティングにおける酸化イリジウムと前記第２のコーティングにおける酸
化イリジウムとのモル比が、１：１である、請求項１０に記載の電極。
【請求項１２】
　前記第２のコーティングの組成物からなる単層コーティングを備える電極よりも約１７
５％長い規格化寿命を提供する、請求項１１に記載の電極。
【請求項１３】
　前記第１のコーティングの組成物からなる単層コーティングを有する電極よりも約１１
０％長い規格化寿命を提供する、請求項１１に記載の電極。
【請求項１４】
　前記電極はアノードである、請求項１に記載の電極。
【請求項１５】
　酸化イリジウムおよび酸化スズを含む第１のコーティング層を、導電性基板の表面の少
なくとも一部に付与するステップと、
　酸化イリジウムおよび酸化タンタルを含む第２のコーティング層を、前記第１のコーテ
ィング層の少なくとも一部に付与するステップと、を含む、電極の製造方法。
【請求項１６】
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　前記第１のコーティング層を付与するステップに先立ち、前記導電性基板の表面の汚染
物質を除去しかつ当該表面を処理して、前記導電性基板を準備するステップを更に含む、
請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　前記第１のコーティング層を付与するステップの後、前記第１のコーティング層を乾燥
させるステップを更に含む、請求項１５に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第２のコーティング層を付与するステップの後、前記第２のコーティング層を乾燥
させるステップを更に含む、請求項１５に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第１のコーティングにおける酸化イリジウムと前記第２のコーティングにおける酸
化イリジウムとのモル比が、約１：２～２：１である、請求項１５に記載の方法。
【請求項２０】
　導電性基板と、前記導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムおよび
酸化スズの混合物を含む第１のコーティングと、前記第１のコーティングの少なくとも一
部を覆い、酸化イリジウムおよび酸化タンタルの混合物を含む第２のコーティングと、を
備える電極を製造する工程と、
　電解セル内に前記電極を設置する工程と、を含む、電気化学デバイスの製造方法。
【請求項２１】
　導電性基板と、前記導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムおよび
酸化スズの混合物を含む第１のコーティングと、前記第１のコーティングの少なくとも一
部を覆い、酸化イリジウムおよび酸化タンタルの混合物を含む第２のコーティングとを備
える電極と、
　前記電極に電流を供給するための電源と、を備える、電解セルを備えるシステム。
【請求項２２】
　前記電極が電解液中に浸漬される、請求項２１に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［関連出願の相互参照］
　本出願は「Ｔｗｏ　Ｌａｙｅｒ　Ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ　ｗｉｔｈ　Ｉｍｐｒｏｖｅｄ　
Ｄｕｒａｂｉｌｉｔｙ」と題された２０１４年１０月２１日出願の米国特許仮出願第６２
／０６６，４３１号の優先権を３５ＵＳＣ§１１９（ｅ）に基づいて主張するものであり
、その全体の開示をあらゆる目的のために参照により本願明細書に援用する。
【０００２】
　本発明の態様は、概して電極コーティングに関し、より詳細には、２層電極コーティン
グ、それらの製造方法および使用に関する。
【発明の概要】
【０００３】
　いくつかの実施形態では、電極が提供される。この電極は、導電性基板と；導電性基板
の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化スズとの混合物を含む第１のコー
ティングと；第１のコーティングの少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化タンタ
ルとの混合物を含む第２のコーティングと、を備える。
【０００４】
　いくつかの態様では、導電性基板はバルブメタルを含む。いくつかの態様では、バルブ
メタルは、チタン、ジルコニウム、ニオブ、および、タンタルからなる群から選択される
。いくつかの態様では、バルブメタルはチタンである。
【０００５】
　いくつかの態様では、第１のコーティングは約３０重量％～約８５重量％の酸化イリジ
ウムを含む。いくつかの態様では、第１のコーティングは約４５重量％～約６５重量％の
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酸化イリジウムを含む。いくつかの態様では、第２のコーティングは約４０重量％～約７
５重量％の酸化イリジウムを含む。
【０００６】
　いくつかの態様では、第２のコーティングは約４０重量％～約７５重量％の酸化イリジ
ウムを含む。いくつかの態様では、第２のコーティングは約６５重量％の酸化イリジウム
を含む。
【０００７】
　いくつかの態様では、第１のコーティングにおける酸化イリジウムと第２のコーティン
グにおける酸化イリジウムとのモル比は、１：２、１：１、および、２：１からなる群か
ら選択される。いくつかの態様では、第１のコーティングにおける酸化イリジウムと第２
のコーティングにおける酸化イリジウムとのモル比は１：１である。いくつかの態様では
、電極は、第２のコーティングの組成物からなる単層コーティングを備える電極よりも約
１７５％長い規格化寿命を提供する。いくつかの態様では、電極は、第１のコーティング
の組成物からなる単層コーティングを備える電極よりも約１１０％長い規格化寿命を提供
する。
【０００８】
　いくつかの態様では、電極はアノードである。
【０００９】
　いくつかの実施形態では、電極の製造方法が提供される。この方法は、酸化イリジウム
および酸化スズを含む第１のコーティング層を、導電性基板の表面の少なくとも一部に付
与するステップと；酸化イリジウムおよび酸化タンタルを含む第２のコーティング層を、
第１のコーティング層の少なくとも一部に付与するステップと、を含む。
【００１０】
　いくつかの態様では、上記方法は、第１のコーティング層を付与するステップの前に、
導電性基板の表面の汚染物質を除去しかつ当該表面を処理する導電性基板の準備ステップ
を更に含む。
【００１１】
　いくつかの態様では、上記方法は、第１のコーティング層を付与するステップの後、第
１のコーティング層を乾燥させるステップを更に含む。
【００１２】
　いくつかの態様では、上記方法は、第２のコーティング層を付与するステップの後、第
２のコーティング層を乾燥させるステップを更に含む。
【００１３】
　いくつかの態様では、第１のコーティングにおける酸化イリジウムと第２のコーティン
グにおける酸化イリジウムとのモル比は、約１：２～２：１である。
【００１４】
　いくつかの実施形態では、電気化学デバイスの製造方法が提供される。この方法は、導
電性基板と、導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化スズとの
混合物を含む第１のコーティングと、第１のコーティングの少なくとも一部を覆い、酸化
イリジウムと酸化タンタルとの混合物を含む第２のコーティングとを備える電極を製造す
る工程と；電解セル内に電極を設置する工程とを含む。
【００１５】
　いくつかの実施形態では、電解セルを備えるシステムが提供される。このシステムは、
導電性基板と；導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化スズと
の混合物を含む第１のコーティングと；第１のコーティングの少なくとも一部を覆い、酸
化イリジウムと酸化タンタルとの混合物を含む第２のコーティングと；電極に電流を供給
するための電源と、を備える。
【００１６】
　いくつかの態様では、電極は電解液中に浸漬される。
【００１７】
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　以下、少なくとも１つの実施形態の様々な態様を添付の図面を参照して説明するが、縮
尺通りの描写を意図しない。図面は、様々な態様および実施形態の説明および更なる理解
を提供するために含まれ、本願明細書に組み込まれて本願明細書の一部を構成するが、本
開示の限定の定義を意図するものではない。図面、発明の詳細な説明または特許請求の範
囲に記載された技術的特徴に参照符号が付されている場合、これらの参照符号は図面およ
び説明をより理解し易くすることのみを目的として含まれたものである。様々な図面に示
されている同一のまたは略同一の構成要素は同様の番号で表されている。明確にするため
、全部の図中で全部の構成要素に参照符号が付されていないことがある。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１Ａ】本開示の一実施形態に係る電極の側面図である。
【図１Ｂ】本開示の一実施形態に係る電極の斜視図である。
【図２】本開示の一実施形態に係る電気化学デバイスの概略図である。
【図３】電極コーティング試験期間中における、日数に対するセル電圧のプロットである
。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　電極は、電流が電解セルや他の媒体に出入りするための固体導電体である。電極は導電
体を必要とする全ての電気化学的プロセスで使用され得る。例えば、電極は、電気亜鉛め
っき、電気めっき、電気スズめっき、電鋳、電解採取（例えば、銅、ニッケルおよび亜鉛
などの金属の電解採取）および他の電気化学的プロセスで使用され得る。電極は、次亜塩
素酸塩、塩素酸塩、塩素アルカリの製造などの全てのハロゲン発生プロセスや、塩素有機
合成で使用され得る。電極はまた、電解塩素化システムおよびプロセスで使用され得る。
電解塩素化システムおよびプロセスは、ブライン溶液の電気分解によって次亜塩素酸ナト
リウムを生成し得る。例えば、Ｅｖｏｑｕａ　Ｗａｔｅｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ（
ウォーレンデ―ル、ペンシルベニア州）から入手可能なＯＳＥＣ（登録商標）Ｂ　Ｓｅｒ
ｉｅｓ　ｏｎ－ｓｉｔｅ　ｅｌｅｃｔｒｏｌｙｔｉｃ　ｃｈｌｏｒｉｎａｔｉｏｎ　ｓｙ
ｓｔｅｍｓは、ブライン溶液の電気分解によりオンデマンドかつオンサイトで次亜塩素酸
ナトリウムを製造する。
【００２０】
　電極を電解セル中で使用してよい。電解セルは、非自然発生的な反応であることを示す
正の自由エネルギーに打ち勝って所望の方向に化学反応を強制的に進めるために使用され
得る電気化学セルである。電解セルは、化学反応を介して、電気エネルギーを化学エネル
ギーに変換したり化学生成物を生成したりする。
【００２１】
　電解セル中の電極は、セルを流れる電流の方向に応じてアノードまたはカソードと称さ
れることがある。アノードは、電子がセルを離れて、セル内でイオンの酸化が起こる電極
であり、カソードは、電子がセル内に入り、セル内でイオンの還元が起こる電極である。
これらの条件下では、セル内の電流はアノードからカソードの方向に流れる。各電極は、
プロセスおよびセルを流れる電流の方向に応じて、アノードまたはカソードのいずれかに
なり得る。
【００２２】
　電解セルおよびその電極の設計は、１または２以上の要因に依存し得る。１または２以
上の要因としては、例えば、造設・運転コスト、所望する生成物、電気特性、化学特性、
輸送特性、電極材料、形状・表面特性、システムのｐＨ（例えば、電解質のｐＨ）、シス
テムの温度（例えば、電解質の温度）、競合する望ましくない反応、および、望ましくな
い副生成物が挙げられ得る。
【００２３】
　電気化学的プロセスに応じて、プロセスの１または２以上の特性、例えば、電解セル中
の電流密度、システムのｐＨ（例えば、電解質のｐＨ）、システムの温度（例えば、電解
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質の温度）のうちの１または２以上が、システムおよびプロセスの有効性、例えば電極の
耐用年数に影響を及ぼすことがある。例えば、高電流密度、低ｐＨ、高温のうちの１また
は２以上への暴露は、電極の耐用年数を短くすることがある。いくつかの実施形態では、
高電流密度、低ｐＨおよび高温のうちの１または２以上への暴露は、電極の不動態化を引
き起こすことがある。
【００２４】
　不動態化は、非溶解性フィルムの形成によって引き起こされる溶解反応の阻害である。
溶解反応は、溶媒の元の状態が溶質になるプロセスである。アノードおよび／またはカソ
ードの不動態化は、生産能力の喪失、電力コストの増加、およびアノードおよび／または
カソードの品質の低下のうちの１または２以上を生じることがある。チタンを基板に使用
する場合、アノードの不動態化は、コーティングおよび基板における絶縁性二酸化チタン
層の成長であり、アノード電位が上昇してアノードの失活を引き起こす。いくつかの実施
形態では、高電流密度、低ｐＨおよび高温のうちの１または２以上への暴露は、電極の磨
耗を引き起こすことがある。電極の摩耗、つまり「電極摩耗」は、電極から物質が除去さ
れることである。いくつかの実施形態では、高電流密度、低ｐＨおよび高温のうちの１ま
たは２以上への曝露は、電極の不動態化および磨耗の両方を引き起こすことがある。
【００２５】
　上述したとおり、電解セルは電解液を含み得る。電解質は水などの極性溶媒に溶解した
ときに導電性溶液を与える物質である。この溶液は電気的に中性である。溶解した電解質
は、溶質中に均一に分散された陽イオンと陰イオンとに分離する。電位、つまり電圧が電
解質溶液に印加されると、陽イオンは電子が豊富な電極に引き寄せられ、陰イオンは電子
が欠乏する電極に引き寄せられる。溶液中の陰イオンおよび陽イオンの相反する方向への
移動が電流となる。電解質は、溶質の解離度に応じて強または弱と称されることがある。
溶質の高い割合、例えば５０％超が解離して遊離イオンを形成する場合、強電解質である
。電解質の高い割合が解離しない場合（例えば、５０％未満が解離する場合）、弱電解質
である。いくつかの実施形態では、電解質は、ＨＣｌで酸性化されたＮａＣｌであり得る
。他の実施形態では、電解質は白金塩であり得る。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、電極は、ｐＨが低い電解質に暴露され得る。ｐＨが低い電解
質は、酸性ｐＨ、例えばｐＨ７未満の電解質をいう場合がある。例えば、電解質は強酸電
解質であり得る。いくつかの態様では、強酸電解質は硫酸であり得る。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、低ｐＨは、ｐＨが約３未満である電解質をいう場合がある。
いくつかの実施形態では、低ｐＨは、ｐＨが約２未満である電解質をいう場合がある。い
くつかの実施形態では、低ｐＨは、ｐＨが約１未満である電解質をいう場合がある。いく
つかの実施形態では、低ｐＨは、約０．８未満のｐＨをいう場合がある。いくつかの実施
形態では、低ｐＨは、約０．６未満のｐＨをいう場合がある。いくつかの実施形態では、
低ｐＨは、約０．４未満のｐＨをいう場合がある。いくつかの実施形態では、低ｐＨは、
約０．２未満のｐＨをいう場合がある。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、電極は、高温の電解質に暴露され得る。高温は、電極のセル
電圧が低下してしまう温度であり得る。高温は、約５０℃よりも高い温度であり得る。い
くつかの実施形態では、高温は約５５℃よりも高い。いくつかの実施形態では、高温は約
６０℃よりも高い。いくつかの実施形態では、高温は約６５℃よりも高い。いくつかの実
施形態では、高温は約７０℃よりも高い。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、電極は高電流密度に暴露され得る。電流密度は、電流の密度
の尺度である。これは、その大きさが単位断面積あたりの電流であるベクトルとして定義
され、例えば、１平方メートル当たりのアンペア（Ａ／ｍ２）の単位で測定され得る。高
電流密度は望ましくない結果をもたらし得る。例えば、高電流密度は、コーティング、電



(7) JP 2017-533344 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

極、電解セル、および、電気化学デバイスのうちの１または２以上に望ましくない結果を
もたらし得る。電極には有限の正の抵抗があり、熱の形で電力を消散させる。電流密度は
、電極を不動態化または摩耗から保護するために十分に低く維持しなければならない。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、高電流密度は、電極の不動態化および磨耗のうちの少なくと
も１つを引き起こす電流密度である。いくつかの実施形態では、高電流密度は、約０．５
ｋＡ／ｍ２よりも高い場合がある。例えば、高電流密度は、約１．０ｋＡ／ｍ２よりも高
い場合がある。高電流密度は、約１．５ｋＡ／ｍ２よりも高い場合がある。いくつかの実
施形態では、高電流密度は、約２．０ｋＡ／ｍ２よりも高い場合がある。例えば、高電流
密度は、約２．５ｋＡ／ｍ２よりも高い場合がある。いくつかの実施形態では、高電流密
度は、約３．０ｋＡ／ｍ２よりも高い場合がある。例えば、高電流密度は、約３．５ｋＡ
／ｍ２よりも高い場合がある。いくつかの実施形態では、高電流密度は、約４．０ｋＡ／
ｍ２よりも高い場合がある。例えば、高電流密度は、約４．５ｋＡ／ｍ２よりも高い場合
がある。いくつかの実施形態では、高電流密度は約５．０ｋＡ／ｍ２であり得る。いくつ
かの実施形態では、高電流密度は、最大約１５ｋＡ／ｍ２であり得る。
【００３１】
　電極は２層のコーティングでコートされ得、その組み合わせは、特定の電気化学的用途
において不動態化および摩耗を制限する。コーティング層は、コーティングを１回付与し
てなるもの、または２回以上付与してなるものをいう場合がある。２つのコーティングを
有する電極を使用することにより相乗効果が得られ得る。この相乗効果は、第１のコーテ
ィングを有する電極の性能と第２のコーティングを有する電極の性能との合計と比較して
、最適な（例えば、向上した）電極性能を提供し得る。例えば、上記用途は、低ｐＨ、高
電解質温度、高電流密度のうちの１または２以上の特性を有し得る。第１のコーティング
層は酸化イリジウムと酸化スズとの混合物を含み得、第２のコーティング層は酸化イリジ
ウムと酸化タンタルとの混合物を含み得る。第１のコーティング層および第２のコーティ
ング層は、共同して、高触媒活性、高安定性、長寿命、良好な性能、短い運転休止時間（
電極交換回数が少ないため）、および、費用対効果を示す。いくつかの実施形態では、第
１のコーティング層および第２のコーティング層の塗布溶液のうちの少なくとも１つは溶
媒を更に含み得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層用溶液はアルコール
を更に含み得る。例えば、第１のコーティング層用溶液は２－プロパノールを更に含み得
る。いくつかの実施形態では、第２のコーティング層用溶液は酸を更に含み得る。例えば
、第２のコーティング層用溶液は塩酸を更に含み得る。
【００３２】
　第１のコーティング層は電極基板に直接付与され得、第２のコーティング層は第１のコ
ーティング層に直接付与され得る。第１のコーティング層および第２のコーティング層は
、電極の不動態化および摩耗のうちの少なくとも１つを低減し得る。いくつかの実施形態
では、第１のコーティング層は電極の不動態化を低減し得る。いくつかの実施形態では、
第２のコーティング層は電極の摩耗を低減し得る。
【００３３】
　本願明細書において「単層コーティング電極」は、混合物を含む単一コーティングがそ
の少なくとも１つの表面にコートされた電極をいう。この単一コーティングは、電極の不
動態化および磨耗のうちの少なくとも１つを低減する混合物であり得る。いくつかの実施
形態では、単一コーティングは酸化イリジウムおよび酸化スズを含む混合物であり得る。
いくつかの実施形態では、単一コーティングは酸化イリジウムおよび酸化スズから実質的
になる混合物であり得る。いくつかの実施形態では、単一コーティングは酸化イリジウム
および酸化スズからなる混合物であり得る。いくつかの実施形態では、単一コーティング
は酸化イリジウムおよび酸化タンタルを含む混合物であり得る。いくつかの実施形態では
、単一コーティングは酸化イリジウムおよび酸化タンタルから実質的になる混合物であり
得る。いくつかの実施形態では、単一コーティングは酸化イリジウムおよび酸化タンタル
からなる混合物であり得る。コーティングとして提供されるこれらの混合物は、固溶体、
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例えば固体状の容体であり得る。この固溶体では、混合物は単一の均質相であり得る。
【００３４】
　本願明細書において、「２層コーティング電極」は、第１のコーティング層を設けるた
めの混合物を含む第１のコーティングと、第２のコーティング層を設けるための、第１の
コーティングを少なくとも部分的にコートする第２のコーティングとが、その少なくとも
１つの表面にコートされた電極をいう。所望のコーティング量を得るために、第１のコー
ティングの付与を２回以上行ってもよい。また所望のコーティング量を得るために、第２
のコーティングの付与を２回以上行ってもよい。２つのコーティングの少なくとも１つは
、電極の不動態化および摩耗のうちの少なくとも１つを低減する混合物であり得る。いく
つかの実施形態では、第１のコーティングが電極の不動態化を低減し得る。いくつかの実
施形態では、第２のコーティングが電極の摩耗を低減し得る。いくつかの実施形態では、
電極基板表面は、混合物を含む第１のコーティングで少なくとも部分的に被覆され得る。
第１のコーティングは酸化イリジウムおよび酸化スズを含む混合物であり得る。いくつか
の実施形態では、第１のコーティングは酸化イリジウムおよび酸化スズから実質的になる
混合物であり得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティングは酸化イリジウムおよ
び酸化スズからなる混合物であり得る。第１のコーティングは、混合物を含む第２のコー
ティングによって少なくとも部分的に被覆され得る。いくつかの実施形態では、第２のコ
ーティングは酸化イリジウムおよび酸化タンタルを含む混合物であり得る。いくつかの実
施形態では、第２のコーティングは酸化イリジウムおよび酸化タンタルから実質的になる
混合物であり得る。いくつかの実施形態では、第２のコーティングは酸化イリジウムおよ
び酸化タンタルからなる混合物であり得る。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、２層コーティング電極は、導電性基板と；導電性基板の表面
の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化スズとの混合物を含む第１のコーティン
グと；第１のコーティングの少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化タンタルとの
混合物を含む第２のコーティングと、を備え得る。いくつかの実施形態では、２層コーテ
ィング電極は、導電性基板と；導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウ
ムと酸化スズとの混合物を含む第１のコーティングと；第１のコーティングの少なくとも
一部を覆い、酸化イリジウムと酸化タンタルとの混合物を含む第２のコーティングと、か
ら実質的になり得る。いくつかの実施形態では、２層コーティング電極は、導電性基板と
；導電性基板の表面の少なくとも一部を覆い、酸化イリジウムと酸化スズとの混合物を含
む第１のコーティングと；第１のコーティングの少なくとも一部を覆い、酸化イリジウム
および酸化タンタルの混合物を含む第２のコーティングと、からなり得る。
【００３６】
　電極基板は、導電性を有する任意の基板であり得る。また電極基板は、コーティングの
支持体として機能するのに十分な機械的強度を有する任意の基板であり得る。また電極基
板は、電解セルの内部環境に暴露されたときに耐腐食性を有する任意の基板であり得る。
電極基板は金属であり得る。いくつかの実施形態では、電極基板はバルブメタルまたはそ
の合金であり得る。バルブメタルは、チタン、バナジウム、ジルコニウム、ニオブ、ハフ
ニウムおよびタンタルを含む、周期律表の第ＩＶ族および第Ｖ族の遷移金属のいずれかで
ある。いくつかの実施形態では、適切なバルブメタルには、チタン、ジルコニウム、ニオ
ブ、および、タンタルが含まれる。いくつかの実施形態では、電極基板はチタンを含むこ
とが好ましい。その入手容易性、化学的性質および低コストから、チタンが好ましい場合
がある。
【００３７】
　第１のコーティング層は酸化イリジウム（ＩｒＯ２）と酸化スズ（ＳｎＯ２）との混合
物を含み得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層はＩｒＯ２とＳｎＯ２と
の混合物から実質的になり得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層はＩｒ
Ｏ２とＳｎＯ２との混合物からなり得る。コーティング中の酸化イリジウムは、所望の特
性、例えば、電極の不動態化または磨耗の減少や、コーティング層の長寿命化が達成され
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るように任意の重量濃度で存在し得る。酸化イリジウムの重量濃度は、乾燥後（例えば、
溶媒蒸発後）の第１のコーティング層の重量と比較した酸化イリジウムの重量である。い
くつかの実施形態では、酸化イリジウムの重量濃度は３０重量％～８５重量％の範囲内で
ある。いくつかの態様では、酸化イリジウムの重量濃度は４５重量％～６５重量％の範囲
内である。
【００３８】
　第２のコーティング層は酸化イリジウムと酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）との混合物を含
み得る。いくつかの実施形態では、第２のコーティング層はＩｒＯ２とＴａ２Ｏ５との混
合物から実質的になり得る。いくつかの実施形態では、第２のコーティング層は、酸化イ
リジウムＩｒＯ２およびＴａ２Ｏ５からなり得る。酸化イリジウムは、所望の特性、例え
ば、電極の不動態化または磨耗の低減などが達成されるように任意の重量濃度で存在し得
る。酸化イリジウムの重量濃度は、乾燥後の第２のコーティング層の重量と比較した酸化
イリジウムの重量である。いくつかの実施形態では、酸化イリジウムの重量濃度は４０重
量％～７５重量％の範囲内である。いくつかの態様では、酸化イリジウムの重量濃度は約
６５重量％である。
【００３９】
　電極基板には、所望の表面上に材料の均質なまたは実質的に均質な分散体を提供し得る
任意の付与プロセスに従って、第１のコーティング層および第２のコーティング層が付与
（例えば、コート）され得る。例えば、第１のコーティング層および第２のコーティング
層は、ハケ塗り、ローリング法、ディッピング法、スプレー法や、原子層堆積法、分子層
堆積法などによって電極基板に付与され得る。電極基板は、熱分解法に従って、第１のコ
ーティングおよび第２のコーティングの混合物がコートされ得る。
【００４０】
　電極基板は、最初に、コーティングを付与するために準備され得る。例えば、電極基板
は、コーティング層を受容するために、つまりコーティング層が接着し易い表面を得るた
めに処理または洗浄され得る。電極基板の洗浄は、化学脱脂、電解脱脂または酸化酸処理
により行われ得る。電極基板は、当該基板表面へのコーティングの適切な接着を防ぎ、ま
た、コートされた金属表面の実効電流密度を低減させることから電極の作動電位をも低減
させ得る汚染物質を除去ないし最小限に抑え、かつ高い表面粗さを得るのに適切な任意の
方法により準備され得る。アノードが長寿命であることは、休止時間がより短くなり、セ
ルのメンテナンスがより少なくなることとなるため、運転コストが削減される。電極基板
は、例えば、洗浄、サンドブラスト、エッチングおよび／または予備酸化プロセスによっ
て準備され得る。電極基板の他の準備方法には、プラズマ溶射、セラミック酸化物粒子の
溶融溶射、電極基板上へのバルブメタル層の溶融溶射、シャープなグリットのグリットブ
ラスト、および、アニーリングが含まれ得る。電極基板の洗浄の後に、機械的粗面化を行
ってコーティング用の表面を準備してもよい。いくつかの実施形態では、洗浄をサンドブ
ラストにより行う場合、エッチングプロセスが洗浄後に行われ得る。いくつかの実施形態
では、この機械的粗面化プロセスは、金属粉末微粒子混合物のフレームスプレー塗布であ
り得る。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、コーティング層を電極基板に固定するために多孔質酸化物層
が電極基板に付与され得る。例えば、電極基板は、電気化学活性物質を付与する前に、電
極基板上にフレーム溶射またはプラズマ溶射され得る。いくつかの実施形態では、溶射材
料は電気触媒活性粒子が予め付与された金属酸化物または金属窒化物からなり得る。
【００４２】
　第１のコーティング層および第２のコーティング層は、得られる電極に所望の特性また
は効果を提供するのに適したモル比で熱分解法により付与され得る。例えば、所望の特性
または効果は、摩耗の低下および不動態化の回避の一方または両方による寿命の延長であ
り得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層における酸化イリジウムと第２
のコーティング層における酸化イリジウムとのモル比は、約１：５～約５：１であり得る
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。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層における酸化イリジウムと第２のコー
ティング層における酸化イリジウムとのモル比は、約１：２～約２：１であり得る。例え
ば、第１のコーティング層における酸化イリジウムと第２のコーティング層における酸化
イリジウムとのモル比は約１：１であり得る。
【００４３】
　第１のコーティング層は、第１のコーティング層を付与した後であって第２のコーティ
ング層を付与する前に乾燥され得る。第１のコーティング層は、空気乾燥することができ
、続いて、第１のコーティング層を乾燥させるのに十分な高温および時間で第１の炉内で
乾燥することができる。この炉は酸素源を含み得る。例えば、酸素源は空気であり得る。
第１のコーティング層は、第１の温度で第１の時間、第１の炉内で乾燥され得、続いて、
第２の温度で第２の時間、第１の炉または第２の炉内で乾燥され得る。第１の温度および
第２の温度の一方または両方が高温であり得る。高温は、周囲温度よりも高い温度であり
得る。周囲温度は室内の温度、または、対象の物体を囲む温度であり得る。通常の周囲温
度は約２０℃～約２５℃の範囲であり得る。したがって、ある実施形態では、高温は少な
くとも２０℃以上である。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層は、約８０℃
～約１２０℃で第１の炉内で乾燥され得る。例えば、第１のコーティング層は、約９０℃
で第１の炉内で乾燥され得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティング層は、約５
分間～約３時間、第１の炉内で乾燥され得る。例えば、第１のコーティング層は、第１の
炉内で約５分間～６０分間乾燥され得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティング
層は、第１の炉内で約１０分間乾燥され得る。
【００４４】
　次いで、第１のコーティング層は第２の炉内で乾燥され得る。第２の炉は、酸素源を含
み得る。例えば、酸素源は空気であり得る。いくつかの実施形態では、第１のコーティン
グ層は、約２５０℃～約７５０℃で第２の炉内で乾燥され得る。例えば、第１のコーティ
ング層は、約５００℃で第２の炉内で乾燥され得る。いくつかの実施形態では、第１のコ
ーティング層は、約５分間～約３時間、第１の炉内で乾燥され得る。例えば、第１のコー
ティング層は、約１時間、第２の炉内で乾燥され得る。所望のコーティング量を得るため
に、第１のコーティング層は２回以上付与され得る。
【００４５】
　第２のコーティング層は、第１の温度で第１の時間、第１の炉内で乾燥され得、続いて
第２の温度で第２の時間、第１の炉または第２の炉内で乾燥され得る。第１の温度および
第２の温度の一方または両方は高温であり得る。いくつかの実施形態では、第２のコーテ
ィング層は約８０℃～約１２０℃で第１の炉内で乾燥され得る。例えば、第2のコーティ
ング層は、約９０℃で第１の炉内で乾燥され得る。いくつかの実施形態では、第２のコー
ティング層は、約５分間～約３時間、第１の炉内で乾燥され得る。例えば、第２のコーテ
ィング層は、第１の炉内で約５分間～約６０分間乾燥され得る。いくつかの実施形態では
、第２のコーティング層は、第１の炉内で約１０分間乾燥され得る。
【００４６】
　次いで、第２のコーティング層は第２の炉内で乾燥され得る。第２の炉は酸素源を含み
得る。例えば、酸素源は空気であり得る。いくつかの実施形態では、第２のコーティング
層は約２５０℃～約７５０℃で第２の炉内で乾燥され得る。例えば、第２のコーティング
層は、約５００℃で第２の炉内で乾燥され得る。いくつかの実施形態では、第２のコーテ
ィング層は、約５分間～約３時間、第１の炉内で乾燥され得る。例えば、第２のコーティ
ング層は、約１時間、第２の炉内で乾燥され得る。所望のコーティング量を得るために、
第２のコーティング層は２回以上付与され得る。
【００４７】
　いくつかの実施形態では、各コーティング層の厚さは約０．２ｇ／ｍ２～約３．５ｇ／
ｍ２であり得る。各コーティング層の厚さは、電極の寸法とは無関係であってもよい。
【００４８】
　電極は電解セル内に設置され得る。一実施形態では、電解セルは、電解セルの電極に電
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流を供給するための電源も備える。いくつかの実施形態では、電流源は直流源であり得る
。電流の方向において、一方の電極は典型的にはアノードとして作用し、他方は典型的に
はカソードとして作用する。
【００４９】
　電解セルはシステムの一部であり得る。例えば、電解セルは廃水処理システムで使用さ
れ得る。いくつかの実施形態では、電解セルは都市下水または工場廃水処理システムに使
用され得る。いくつかの実施形態では、電解セルは化学処理システムに使用され得る。い
くつかの実施形態では、電解セルは工業工程用水システムに使用され得る。例えば、電解
セルは、電解塩素生成システムに使用され得る。システムは塩水供給源を備え得る。例え
ば、システムは、バラスト水の供給源を備え得る。いくつかの実施形態では、システムは
水出口を更に備え得る。例えば、システムは飲料水出口を備え得る。いくつかの実施形態
では、システムは水出口に連通された水貯蔵ユニットを更に備え得る。いくつかの実施形
態では、システムは汚染物質出口を更に備え得る。例えば、システムは塩素溶液出口を備
え得る。いくつかの実施形態では、塩素溶液出口を備えるシステムは次亜塩素酸ナトリウ
ム溶液出口を備え得る。いくつかの実施形態では、システムは汚染物質出口に連通された
汚染物貯蔵ユニットを備え得る。
【００５０】
　図１Ａ及び図１Ｂには２層コーティング電極が図示されている。電極１００は基板１０
１を備える。基板１０１は、導電性を有する任意の基板であり得る。基板１０１は金属で
あり得る。いくつかの実施形態では、基板１０１はバルブメタルであり得る。例えば、基
板１０１は、チタン、バナジウム、ジルコニウム、ニオブ、ハフニウム、または、タンタ
ルを含み得る。いくつかの実施形態では、基板１０１は好ましくはチタンを含む。基板１
０１は、コーティング層を付与するために準備され得る。例えば、基板１０１は、コーテ
ィング層を受容するために、つまりコーティング層が接着し易い表面を得るために処理ま
たは洗浄され得る。基板１０１の洗浄は、化学脱脂、電解脱脂または酸化酸処理により行
われ得る。基板１０１は、基板１０１の表面へのコーティングの適切な接着を妨げ、また
、コートされた金属表面の実効電流密度を低減させることから電極の作動電位をも低減さ
せ得る汚染物質を除去ないし最小限に抑え、かつ高い表面粗さを得るのに適切な任意の方
法により準備され得る。例えば、基板１０１は、洗浄、サンドブラスト、エッチングおよ
び／または予備酸化プロセスにより準備され得る。基板１０１の他の準備方法には、プラ
ズマ溶射、セラミック酸化物粒子の溶融溶射、電極基板上へのバルブメタル層の溶融溶射
、シャープなグリットのグリットブラスト、および、アニーリングが含まれ得る。基板１
０１の洗浄の後に、機械的粗面化を行ってコーティング用の表面を準備してもよい。いく
つかの実施形態では、洗浄をサンドブラストにより行う場合、エッチングプロセスが洗浄
後に行われ得る。いくつかの実施形態では、機械的粗面化プロセスは、金属粉末微粒子混
合物のフレームスプレー塗布であり得る。
【００５１】
　基板１０１は第１のコーティング層１０２でコートされ得る。第１のコーティング層１
０２は、基板１０１の表面の少なくとも一部を被覆し得る。第１のコーティング層１０２
は酸化イリジウム（ＩｒＯ２）と酸化スズ（ＳｎＯ２）との混合物を含み得る。第１のコ
ーティング層１０２は、所望の特性、例えば、電極の不動態化および摩耗の低減のうちの
少なくとも１つが達成されるように、任意の重量濃度のＩｒＯ２を含み得る。いくつかの
実施形態では、第１のコーティング層１０２におけるＩｒＯ２の重量濃度は３０重量％～
８５重量％の範囲である。いくつかの態様では、第１のコーティング層１０２におけるＩ
ｒＯ２の重量濃度は４５重量％～６５重量％の範囲である。第１のコーティング層１０２
は、任意の公知の付与プロセスによって基板１０１の表面に付与することができる。例え
ば、第１のコーティング層１０２は、ハケ塗り、ローリング法またはスプレー法によって
基板１０１の表面に付与され得る。また第１のコーティング層１０２は、熱分解法によっ
て基板１０１の表面に付与され得る。
【００５２】
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　第１のコーティング層１０２は第２のコーティング層１０３でコートされ得る。第２の
コーティング層１０３は第１のコーティング層１０２の少なくとも一部を被覆し得る。第
２のコーティング層１０３は酸化イリジウム（ＩｒＯ２）と酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）
との混合物を含み得る。第２のコーティング層１０３は、所望の特性、例えば、電極の不
動態化または磨耗の低減が達成されるように、任意の重量濃度のＩｒＯ２を含み得る。い
くつかの実施形態では、第２のコーティング層１０３におけるＩｒＯ２の重量濃度は４０
重量％～７５重量％の範囲内である。いくつかの態様では、第２のコーティング層１０３
におけるＩｒＯ２の重量濃度は約６５重量％である。第２のコーティング層１０３は、ハ
ケ塗り、ローリング法またはスプレー法により第１のコーティング層１０２に付与され得
る。また第２のコーティング層１０３は、熱分解法によって第１のコーティング層１０２
に付与され得る。第１のコーティング層および第２のコーティング層は、約１：５～約５
：１のモル比で付与され得る。例えば、第１のコーティング層および第２のコーティング
層は、約１：２～約２：１のモル比で付与され得る。
【００５３】
　図２には電気化学システムが図示されている。システム２００は電解セル２１０を備え
得る。電解セル２１０は、上述したように、少なくとも１つの電極１００を備え得る。電
極１００は、アノード及びカソードのうちの少なくとも１つであり得る。いくつかの実施
形態では、電極１００はアノードである。システム２００は、電解セル２１０に動作可能
に接続された電源２３０を更に備え得る。電源２３０は電解セル２１０に直流電流を供給
し得る。
【００５４】
　１または２以上のセンサ２４０が電解セル２１０内に配置され得る。センサ２４０は、
システム２００の品質を測定するように構成され得る。いくつかの実施形態では、センサ
２４０は、システムのｐＨ（例えば、電解質のｐＨ）、システムの温度（例えば、電解質
の温度）、電解質の導電率、および、システムの電流のうちの１または２以上を測定する
ように構成され得る。センサ２４０は、コントローラ２５０と電気的にまたは他の方法で
通信し、システムの測定された特性を示す信号をコントローラ２５０に提供し得る。コン
トローラ２５０はシステムの１または２以上の特性を制御し得る。例えば、コントローラ
２５０は、電源２３０からシステムへのアンペア数を制御し得る。
【００５５】
　これらの実施形態および他の実施形態の機能および利点は、以下の非限定的な実施例か
らより完全に理解されるであろう。これらの実施例は本質的に例示的であることを意図し
ており、本願明細書に記載の実施形態の範囲を限定するものと見なすべきではない。
【実施例】
【００５６】
　試験例１
　第１の単層コーティング電極を製造した。この電極は、市販のグレード２チタンの基板
の表面を、ＩｒＯ２およびＳｎＯ２を含むコーティングでコートすることによって製造し
た。チタン基板を市販のアルカリ浴中で６０℃の温度で２０分間洗浄した後、脱イオン水
でリンスした。約５分間～約６０分間空気乾燥した後、基板を酸化アルミニウムでサンド
ブラストし、１０％シュウ酸中、８５℃で約４時間エッチングし、そして、５５０℃で２
時間、予備酸化させた。
【００５７】
　４．５７ｇのヘキサクロロイリジウム酸水和物（Ｈ２ＩｒＣｌ６ｘ４Ｈ２Ｏ）および３
．５８ｇの塩化スズ（ＳｎＣｌ４ｘ５Ｈ２Ｏ）を５４．８ｍｌの水に８．７ｍｌの２－プ
ロパノールを添加して溶解することにより、イリジウムおよびスズの塩の混合物を調製し
た。この混合物を洗浄した基板に付与し、乾燥基準の塗膜一枚当たりの量を１．５ｇ／ｍ
２とした。このウェットなコート基板を約２０分間空気乾燥させた後、炉内に置き、９０
℃の温度で１０分間、４６０℃の温度で１５分間加熱した。混合物の再付与、空気乾燥お
よび加熱を上記のように数回行って、総コーティング量を少なくとも５ｇ／ｍ２とした。
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このようにして、ＩｒＯ２とＳｎＯ２とを含む第１の単一コーティング層を備える電極を
得た。
【００５８】
　試験例２
　第２の単層コーティング電極を製造した。この電極は、市販のグレード２チタンの基板
の表面を、ＩｒＯ２およびＴａ２Ｏ５を含むコーティングでコートすることによって製造
した。チタン基板を市販のアルカリ浴中で６０℃の温度で２０分間洗浄した後、脱イオン
水でリンスした。約５分間～約６０分間空気乾燥した後、基板を酸化アルミニウムでサン
ドブラストし、１０％シュウ酸中、８５℃で約４時間エッチングし、そして、５５０℃で
２時間、予備酸化させた。
【００５９】
　６．４７ｇのヘキサクロロイリジウム酸水和物（Ｈ２ＩｒＣｌ６ｘ４Ｈ２Ｏ）および２
．８６ｇの塩化タンタル（ＴａＣｌ５）を６１．９ｍｌのブタノールに３．５ｍｌの濃塩
酸を加えて溶解することによって、イリジウムとタンタルの塩の混合物を調製した。この
混合物を洗浄した基板に付与し、乾燥基準の塗膜一枚当たりの量を０．５～４．０ｇ／ｍ
２とした。このウェットなコート基板を約１５分間空気乾燥させた後、炉内に置き、５１
５℃の温度で２０分間加熱した。混合物の再付与、空気乾燥および加熱を上記のように数
回行って、総コーティング量を少なくとも５ｇ／ｍ２とした。このようにして、ＩｒＯ２

とＴａ２Ｏ５とを含む第２の単一コーティング層を備える電極を得た。
【００６０】
　試験例３：
　実施例１及び２でそれぞれ製造した第１の単層コーティング電極および第２の単層コー
ティング電極を、アノードとして、１８０ｇ／ｌの硫酸ナトリウム（ｐＨ１）を含む電気
化学セル中、６０℃、電流密度２０ｋＡ／ｍ２の加速アノード劣化試験において評価した
。電解質は１．５ｇｐｈ（５．６７ｌｐｈ）でセル内を循環させた。セル電圧を１時間毎
に記録した。
【００６１】
　第１の単層コーティング電極および第２の単層コーティング電極は、加速劣化試験にお
いて異なる挙動を示した。酸化イリジウム－酸化スズ被覆電極および酸化イリジウム－酸
化タンタル被覆アノードの故障メカニズムは相違した。図３に示すように、寿命が終わる
と、酸化イリジウム－酸化タンタル被覆電極ではセル電圧が急激に上昇し、酸化イリジウ
ム－酸化スズ被覆電極ではセル電圧が徐々に上昇した。
【００６２】
　次いで、アノード寿命終了時にコーティングの喪失を測定した。コーティングの喪失は
、元のコーティング量と加速劣化試験におけるアノード故障後のコーティング量との差と
して測定した。コーティング量はＸ線蛍光（ＸＲＦ）合金分析器で測定した。表１からわ
かるとおり、電極故障時のコーティングの喪失は、酸化イリジウム－酸化スズコーティン
グでは約４４％であり、酸化イリジウム－酸化タンタルコーティングでは約１６％であっ
た。コーティング喪失量は、酸化イリジウム－酸化スズコーティングでは酸化イリジウム
－酸化タンタルコーティングの場合よりも約３倍大きかった。
【００６３】
　急激な電圧上昇および低い機械的摩耗率は、酸化イリジウム－酸化タンタル被覆アノー
ドの故障メカニズムが不動態化によるものであることを示している。酸化イリジウム－酸
化スズ被覆アノードにおける電圧の穏やかな上昇および実質的なコーティングの喪失（約
４４％）は、機械的摩耗および不動態化によりアノードが機能しなくなったことを示して
いる。これらの結果により、酸化イリジウム－酸化スズコーティングは不動態化に対して
より耐性があり、基板上に付与した場合に保護層として使用可能であると結論付けられ得
る。機械的摩耗率がより低い酸化イリジウム－酸化タンタル層は、酸化イリジウム－酸化
スズ層によって不動態化から保護された第２層としての役割を果たす。
【００６４】



(14) JP 2017-533344 A 2017.11.9

10

20

30

40

50

【表１】

【００６５】
　試験例４：
　チタン基板を有する単層コーティング電極を製造し、酸化イリジウム－酸化スズコーテ
ィング層、酸化イリジウム－酸化タンタルコーティング層、または、その両方をコートし
た。酸化イリジウム－酸化スズコーティングにおける酸化イリジウムの重量濃度は５８％
であり、酸化イリジウム－酸化タンタルコーティングにおける酸化イリジウムの重量濃度
は６３％であった。これらのコーティングは、実施例１および２に記載されているように
、対応する金属塩前駆体の溶液からの熱分解プロセスによって付与した。
【００６６】
　両方のコーティング層を有する２層コーティング電極を製造した。第１のコーティング
層における酸化イリジウムと第２のコーティング層における酸化イリジウムのモル比は、
それぞれ、１：２、１：１、および、２：１であった。全ての電極は３３ｇ／ｍ２のＩｒ
を含むコーティングを有していた。これらの電極を、１８０ｇ／ｌの硫酸ナトリウム（ｐ
Ｈ１）を含む電気化学セル中、６０℃、電流密度２０ｋＡ／ｍ２の加速劣化試験に供した
。電解質は１．５ｇｐｈ（５．６７ｌｐｈ）でセル内を循環させた。
【００６７】
　単層コーティング電極の規格化寿命を試験した。表２に示すように、酸化イリジウム－
酸化タンタル単層コーティング電極の規格化寿命（すなわち、未使用コーティングでの寿
命）は３４３ｋＡ*ｈｒ／ｇ　Ｉｒであり、酸化イリジウム－酸化スズ単層コーティング
電極の規格化寿命は４５４ｋＡ*ｈｒ／ｇ　Ｉｒであった。電極の寿命は、セルの電気抵
抗をモニターすることにより求められる。電極に印加される電流は一定であってもよく、
電圧の上昇は電極の故障を示し得る。いくつかの実施形態では、電圧の上昇は急激であり
、電圧が上昇する。
【００６８】
　２層コーティング電極の規格化寿命も試験した。第１のコーティング層における酸化イ
リジウムと第２のコーティング層における酸化イリジウムとのモル比が１：２である２層
コーティング電極の規格化寿命は６１０ｋＡ*ｈｒ／ｇ　Ｉｒであり、これは酸化イリジ
ウム－酸化タンタルの単一コーティングの場合と比較して７７％の上昇であり、また、酸
化イリジウム－酸化スズの単一コーティングの場合と比較して３４％の上昇である。
【００６９】
　上昇率は下記式を用いて算出した：（（ｘ－ｙ）／ｙ）*１００（式中、ｘは２層コー
ティング電極の規格化寿命であり、ｙは単層コーティング電極の規格化寿命である）。第
１のコーティング層における酸化イリジウムと第２のコーティング層における酸化イリジ
ウムとのモル比が１：１である２層コーティング電極の規格化寿命は９５５ｋＡ*ｈｒ／
ｇ　Ｉｒであり、これは酸化イリジウム－酸化タンタルの単層コーティングの場合と比較
して１７８％の上昇であり、また、酸化イリジウム－酸化スズの単一コーティングの場合
と比較して１１０％の上昇である。酸化イリジウム－酸化スズ：酸化イリジウム－酸化タ
ンタルのモル比が２：１である２層コーティング電極の規格化寿命は６６４ｋＡ*ｈｒ／
ｇ　Ｉｒであり、これは酸化イリジウム－酸化タンタルの単一コーティングの場合と比較
して９３％の上昇であり、また、酸化イリジウム－酸化スズの単一コーティングの場合と
比較して４６％の上昇である。
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【００７０】
　これらの結果は、第１のコーティング層における酸化イリジウムと第２のコーティング
層における酸化イリジウムとのモル比がそれぞれ１：２、１：１、および、２：１である
２層コーティング電極は、酸化イリジウム－酸化スズの単一コーティングを備える電極お
よび酸化イリジウム－酸化タンタルの単一コーティングを備える電極よりも規格化寿命が
長いことを示している。第１のコーティング層における酸化イリジウムと第２のコーティ
ング層における酸化イリジウムとのモル比が１：１である電極は、酸化イリジウム－酸化
スズの単一コーティングおよび酸化イリジウム－酸化タンタルの単一コーティングの両方
と比較して最も規格化寿命が上昇した。２層コーティング電極は、より長寿命、より良い
性能、より短い電極交換のための休止時間、および、より低いコストを示しうる。コーテ
ィングを２つ備える電極を使用することにより相乗効果がもたらされた。この相乗効果は
、第１のコーティングを備える電極の性能と第２のコーティングを備える電極の性能との
合計と比較して、最適な（例えば、向上した）電極性能を提供すると考えられる。いくつ
かの実施形態では、３つ以上のコーティング層が電極基板に付与され得る。
【００７１】
【表２】

【００７２】
　以上、本開示のいくつかの例示的な実施形態を説明したが、これらは単なる説明であっ
て限定ではなく、単なる例示として提示されたものであることが当業者に明らかである。
多くの改変および他の実施形態が当業者の範囲内であり、本開示の範囲内であると考えら
れる。特に、本願明細書に提示される例の多くは、方法行為またはシステム要素の特定の
組み合わせを含むが、これらの行為および要素は、同じ目的を達成するために他の方法で
組み合わせられ得ることを理解されたい。
【００７３】
　当業者は、本願明細書に記載されたパラメータおよび構成は例示的なものであること、
および、実際のパラメータおよび／または構成は、本発明のシステムおよび技術が使用さ
れる特定の用途に依存することを当然に理解する。当業者はまた、日常的な実験を用いて
、本開示の特定の実施形態の均等物を当然に認識するか、または確認できる。したがって
、本願明細書に記載された実施形態は単なる例示として提示されものであること、および



(16) JP 2017-533344 A 2017.11.9

10

20

、添付の特許請求の範囲およびそれに均等な範囲において、本発明が本願明細書に具体的
に記載された以外の方法で実施され得ることを理解されたい。
【００７４】
　さらに、本開示は、本願明細書に記載された各特徴、各システム、各サブシステムまた
は各技術に関するものであり、また、そのような特徴、システム、サブシステムおよび技
術が相互に矛盾しない場合において、本願明細書に記載された特徴、システム、サブシス
テムおよび技術の２以上の任意の組み合わせが、特許請求の範囲に具現されるように、本
開示の範囲内であると考えられることを理解されたい。さらに、一実施形態と組み合わせ
てのみ論じた動作、要素および特徴は、他の実施形態における同様の役割から除外される
ことを意図しない。
【００７５】
　本願明細書において、用語「複数」は２以上の項目または構成要素を指す。「含む」、
「有する」、「備える」との用語は、発明の詳細な説明、特許請求の範囲などに記載され
ているか否かに関係なくオープンエンドの用語である（すなわち、「含むが限定されない
」を意味する）。したがって、かかる用語の使用は、当該用語の後に列挙された項目およ
びその均等物、ならびに、追加項目を包含することを意味する。特許請求の範囲に関して
、「からなる」および「本質的にからなる」との移行句のみがそれぞれクローズドエンド
な移行句およびセミクローズドエンドな移行句である。特許請求の範囲における「第１の
」、「第２の」、「第３の」などのクレーム要素を修飾する序数用語は、それ自体、１つ
のクレーム要素の他のクレーム要素に対する優先、先行または順序や、方法の行為が実施
される時系列を暗に示すものではなく；ある名称の１つのクレーム要素を（序列用語を使
用していなければ）同じ名称である他のクレーム要素と区別し、クレーム要素同士を区別
するための標識として単に使用するものである。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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